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（別紙１） 

平成年 29 度～令和 6 年度 社会福祉法人で・ふ・か 社会福祉充実計画 

１．基本的事項  

 

法人名 社会福祉法人で・ふ・か 法人番号 7500005005318 

法人代表者氏名 真鍋 誠子 

法人の主たる所在地 愛媛県今治市常盤町 5 丁目 2-39 

連絡先 0898-22-1933 

地域住民その他の関係

者への意見聴取年月日 

 

公認会計士、税理士等の

意見聴取年月日 

令和 3 年 1 月 9 日（当初） 

令和 5 年 9 月 30 日（第 4 回変更時） 

評議員会の承認年月日 令和 3 年 2 月 10 日（当初） 

令和 5 年 9 月 30 日（第 4 回変更時） 

会計年度別の社会福祉

充実残額の推移 

（当初） 

（単位：千円） 

残額総額 

（平成 28

年度末現

在） 

１か年度

目 

(平成 29

年度末現

在） 

２か年度

目 

（平成 30

年度末現

在） 

３か年度

目 

（令和元

年度末現

在） 

４か年度

目 

（令和 2

年度末現

在） 

５か年度

目 

（令和 3

年度末現

在） 

6 か年度

目 

（令和 4

年度末現

在） 

7 か年度

目 

(令和 5 年

度末現在） 

8 か年度

目 

(令和 6 年

度末現在） 

合計 

社会

福祉

充実

事業

未充

当額 

45,960 

千円 

55,300 

千円 

55,300 

千円 

55,300 

千円 

75,680 

千円 

75,680 

千円 

9,267 

千円 

3,867 

千円 

0 

千円 

 0 

千円 

 うち社会福

祉充実事業

費（単位：千

円） 

 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 

▲66,413 

千円 

▲5,400 

千円 

▲3,867 

千円 

▲75,680 

千円 

 

会計年度別の社会福祉

充実残額の推移 

（第 4 回変更後） 

（単位：千円） 

残額総額

累計（5 年

度末現在） 

83,000 

千円 

83,000 

千円 

83,000 

千円 

83,000 

千円 

26,812 

千円 

22,345 千

円 

6,345 

千円 

0 

千円 

 

0 

千円 

83,000 千

円（うち増

分 58,860

千円） 

 
うち社会福

祉充実事業

費（単位：千

円） 

 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 

▲56,188 

千円 

▲4,467 

千円 

▲16,000 

千円 

▲6,345 

千円 

▲83,000 

千円 

 

本計画の対象期間 平成 29 年 7 月 1 日(所轄庁の承認日)から令 7 年 3 月 31 日  
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２．事業計画 

 

実施時期 事業名 事業種別 
既存・新

規の別 
事業概要 

施設整備

の有無 
事業費 

１か年 

度目 

駐車場整備事

業 

社会福祉

事業 
既存 

安定したサービスが提供できるよ

う、職員及び利用者のための駐車場

の整備のため予定地の境界線及び水

路問題等弁護士を通じて解決へ向け

て取り組む 

無 0 千円 

小計 0 千円 

２か年 

度目 

駐車場整備事

業 

社会福祉

事業 
既存 

安定したサービスが提供できるよ

う、職員及び利用者のための土地を

購入し境界線及び水路問題等弁護士

を通じて解決へ向けて取り組む 

無 0 千円 

小計 0 千円 

３か年 

度目 

駐車場整備事

業 

社会福事

業 
既存 

安定したサービスが提供できるよ

う、職員及び利用者のための土地を

購入し境界線及び水路問題等弁護士

を通じて解決へ向けて取り組む 

無 0 千円 

小計 0 千円 

４か年 

度目 

駐車場整備事

業 

社会福祉

事業 
既存 

安定したサービスが提供できるよ

う、職員及び利用者のための土地を

購入し境界線及び水路問題等弁護士

を通じて解決へ向けて取り組む 

無 0 千円 

小計 0 千円 

５か年 

度目 

駐車場整備事

業 

社会福祉

事業 
既存 

安定したサービスが提供できるよ

う、職員及び利用者のための土地を

購入し境界線及び水路問題等弁護士

を通じて解決へ向けて取り組む 

無 
56,188 

千円 

小計 
56,188 

千円 

６か年 

度目 

駐車場整備事

業 

社会福祉

事業 
既存 

土地の境界線及び水路問題等弁護士

を通じて解決へ取り組む 
無 

4,467 

千円 

小計 
4,467 

千円 

7 か年度目 

駐車場整備事

業 

社会福祉

事業 
既存 

安定したサービスが提供できるよ

う、職員及び利用者のための土地を

購入 

無 
16,000 

千円 

小計 
16,000 

千円 
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８か年 

度目 

駐車場整備事

業 

社会福祉

事業 
既存 

駐車場として利用できるよう土地の

整備等行い、駐車場として利用する。 
 

6,345 

千円 

小計 
6,345 

千円 

合計 
83,000 

千円 

※ 欄が不足する場合は適宜追加すること。 

３．社会福祉充実残額の使途に関する検討結果 

 

検討順 検討結果 

① 社会福祉事業及び公益事

業（小規模事業） 

利用者の利便性を図るため市内中心地にて社会福祉事業を行っているが、駐車場の

確保が難しいことから、駐車場を確保し安定したサービス提供ができることとし

た。 

② 地域公益事業  

③ ①及び②以外の公益事業  

４．資金計画 

 

事業名 事業費内訳 １か年度目 ２か年度目 ３か年度目 ４か年度目 ５か年度目 ６か年度目 

駐車場整備

事業 

計画の実施期間に

おける事業費合計 
0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 

56,188  

千円 

4,467 

千円 

財
源
構
成 

社会福祉充

実残額 
0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 

26,812  

千円 

22,345 

千円 

補助金       

借入金       

事業収益       

その他       

 

事業名 事業費内訳 7 か年度目 ８か年目    合計 

駐車場整備

事業 

計画の実施期間に

おける事業費合計 

16,000  

千円 

6,345  

千円 
   

83,000 

千円 

財
源
構
成 

社会福祉充

実残額 

6,345  

千円 
0 円    

83,000 

千円 

補助金       

借入金       

事業収益       

その他       

※  本計画において複数の事業を行う場合は、２．事業計画に記載する事業の種類ごとに「資金計画」を作成すること。 
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５．事業の詳細 

 

事業名 駐車場整備事業 

主な対象者 職員及び利用者 

想定される対象者数 20 名 

事業の実施地域 愛媛県今治市常盤町 5 丁目 

事業の実施時期 平成 29 年 7 月 1 日(所轄庁の承認日)から令和 7 年 3 月 31 日 

事業内容 

利用者の利便性を図るため市内中心地にて社会福祉事業を行っているが、駐車場の

確保が難しいことから、駐車場を確保し安定したサービス提供をおこなう。 

予定地の境界線が不明で水路の問題等複雑化しており、弁護士等専門家を通じて問

題解決し土地の購入を行う。 

 

 

事業の実施スケジュール 

1 か年度目 土地購入において発生する問題解決に向けて専門家と検討していく。 

2 か年度目 土地購入において発生する問題解決に向けて専門家と検討していく。 

3 か年度目 土地購入において発生する問題解決に向けて専門家と検討していく 

4 か年度目 土地購入において発生する問題解決に向けて専門家と検討していく 

5 か年度目 
土地購入において発生する問題解決に向けて専門家及び関係業者と検

討していく 

事業の実施スケジュール 

6 か年度目 
土地購入後弁護士等専門家を通じて水路の確定及び境界線確定の話合

い等を近隣住民及び関係者とおこなう。 

7 か年度目 
サービス提供ができるよう、職員及び利用者のための駐車場の土地を

購入 

8 か年度目 
駐車場として利用できるよう土地の整備等行い、駐車場として利用す

る。 

事業費積算 

（概算） 

土地購入費 56,188 千円(令和 3 年度) 

土地整備   4,467 千円(令和 4 年度) 

土地購入費 14,788 千円(令和 5 年度) 

手数料    1,212 千円(令和 5 年度) 
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土地整備  6,345 千円(令和 6 年度) 

 

合計 83,000 千円（うち社会福祉充実残額充当額 83,000 千円） 

地域協議会等の意見と 

その反映状況 

 

 

 

 

 

※  本計画において複数の事業を行う場合は、２．事業計画に記載する事業の種類ごとに「事業の詳細」を作成すること。 

 

６．社会福祉充実残額の全額を活用しない又は計画の実施期間が５か年度を超える理由 

 

土地売買の交渉が、借地権、コロナ、地主の病状悪化等いろいろな要因が重なり進まなかった。代替えとなる土地が

なく、要因が解決する方向で進んでいることから計画を延長することとなった。 

 

 

 

 


